
株式会社FＵＪＩＤＡＮ（製造業）

本社工場全景

○本社所在地：香川県東かがわ市白鳥1820

○事業概要：段ボールケース製造・販売、特殊

三層段ボール製造・販売、印刷紙器、包装

資材、パッケージコンサルタント

○常時使用する従業員：102人（2025年2月期）

○現在の売上高： 24億円（2025年2月期）

○法人番号：9470001011313

○Web：https://fujidan.jp

代表取締役社長
本田 展稔

我が社が目指す「総合包装物流企業」とは、包装と物流に関するシステム開発及び機械開発を通じて日本が抱える
将来的な労働力不足に起因する物流問題を解決するものです。その考え方の根底には『社是』の“おもしろい”があり、
他に類を見ない新しいシステムの構築を目指します。さらに、会社が発展することで、過疎化地域の雇用創出を促進
し、『社是』および『経営理念』の考えの下、社員の豊かな生活を創出していきたいと考えています。
『 社 是 』 日本をアッと驚かせるおもしろい会社を作ろう
『 経営理念 』社員の幸せを作り、取引先の利益に貢献し、関わる人々と地域の成長のために新たな挑戦を続ける

売上高100億円実現の目標と課題

2035年の売上高100億円達成に向けて、『総合包装物流企業』化
を進め、年率約20％程度の成長を目指す。

① 現状ビジネスの川上川下事業の推進
② 現状ビジネスの水平展開事業の推進
③ 関連会社とのジョイントビジネス
④ 社内体制の構築
⑤ M＆Aによる事業拡大

売上高100億円実現に向けた具体的措置

実現目標 課題

目指す成長手段 実施体制

企業理念・100億宣言に向けた経営者メッセージ

※本宣言は企業自身がその責任において売上高１００億円を目指して、自社の取組を進める旨を宣言するものです

・深刻化する地域の労働力不足
・成熟市場における更なる売上獲得
・他社と競合しない製造ノウハウ、知財戦略の育成
・四国外及び海外市場開拓
・現状ビジネスの川上川下事業の構築
・現状ビジネスの水平展開事業の構築

・顧客の要望をヒヤリングする営業力を強化
・ヒヤリング内容を具現化する開発部門の強化
・軌道に乗った新規事業を水平展開する社内体制の強化
・顧客の要望をヒヤリングし具現化する営業力の強化
・既存EC部門の強化及び人材育成
・設計部門の新設及び知財人材の育成
・顧客の海外生産拠点のリサーチによる自社現地工場の建設
・海外展開に伴う海外人材の採用・教育

～「総合包装物流企業」を実現し、社会問題を解決する～

『総合包装物流企業』を実現する手段



売上高100億円企業実現に向けた成長戦略

株式会社FＵＪＩＤＡＮ（製造業）

《目指す成長手段》 『総合包装物流企業』を実現する手段
① 現状ビジネスの川上川下事業の推進
（1）顧客企業の要望を実現した物流倉庫業を創業
物流力強化のための材料無人搬送設備およびシステムの構築

（2）無人物流システムの同業他社への販売
物流倉庫業で習得した労働力不足を解決する業界初・自社独自のノウハウを外販
（具体的には、省人化ロボット及び無人搬送システム）

（3）顧客向けサービス事業
顧客商品の箱組立ておよびピッキング、梱包、発送事業

（4）通関業務の創業

② 現状ビジネスの水平展開事業の推進（関連事業の多角化）
（1）特殊強化段ボール事業の強化
・脱炭素化社会と人手不足解消を見据えた規格品開発
・四国地区における既存先の囲い込み
・全国へ販路を本格拡大
・省人化・自動化を推進する設備販売
・重量物包装や木枠梱包業界向けの生産管理システム開発

（2）関連会社hacomo（株）と共同商品開発とデザイン力の強化
“成長のヒントは包装にあり”のコンセプトで新規顧客獲得を推進
・独自技術で製造された一般段ボール商品の販売
・石油由来緩衝品を紙化した商品の販売
・貼箱（和紙など印刷紙を貼り合わせた高級箱）の用途開発および販路拡大

（３）その他事業
・包装物流関連資材販売
・上記商品のECを活用した販路拡大
・デジタル印刷機の汎用活用
・仕入商材と商品情報の国際化推進
・海外市場への輸出販売

◆売上高100億円実現に向けた具体的措置について
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③ 関連会社 hacomo（株）とのジョイントビジネス展開
・パッケージ開発
・市場にない包装材を開発し知財化。顧客への独占販売および同業他社へ
のライセンス販売を実施
・国内外・インバウンド向け新商品の開発および販売

④ M&Aによる事業拡大

⑤ ①～③を実現するための社内体制の構築
・工場のカーボーンニュートラル化の推進
・包装物流現場でのDX化商品の提案販売
・機械及びシステム開発の人員教育及び増員


